




瀧澤 雪子（埼玉県スクールソーシャルワーカー）  
はじめに 








2011 年に社会福祉士，2012 年に精神保健福祉士の資格を取得し，2012 年，埼玉県のス
クールソーシャルワーカーに採用されて，県西部の夜間定時制高校と単位制定時制高校の
相談員を兼務した。また，ひきこもりの若者の自立を支援する「若者サポートステーショ
ン」では「心の相談員」として 15 歳から 39 歳までの不登校や引きこもり経験から就労に
つまずいた人たちの相談業務に関わった経験もある。 
 「カリヨン子どもセンター」の子どもシェルターで支援した子どもたちの年齢は 15 歳か






















⑤ 教職員等への研修活動                      
としている。注 2） 
 埼玉県は，平成 21 年度に同事業を受託して，当初 8市町に 21 名のスクールソーシャル
ワーカーを配置したのを皮切りに毎年増員を図り，平成 26 年度には 44 市町に 48 名を配置
している。平成 24 年度の配置人数，資格，勤務形態，研修体制は，次表の通りである。  
        
配置人数，資格，勤務形態 
    ① 配置人数 男 11 人  女 25 人  計 36 人 
    ② 資格（重複あり） 
     ・教員免許状 18 人 ・社会福祉士 7 人 ・精神保健福祉士  4 人 
     ・社会福祉主事 2 人 ・臨床心理士 3 人 ・介護福祉士   2 人 
    ③ 勤務形態 1 日 6時間 年間 74 日（定時制高校配置は 135 日） 
研修体制 
     ・スクールソーシャルワーカー連絡協議会を年３回実施 
     （２４年度からは県採用の定時制高校スクールソーシャルワーカーも参加） 
     ・講演  ・実践発表  ・個別事例に対するスーパーバイズ 

















 目 的 
  定時制高校における中途退学者が増加傾向にあることから、福祉や教育に学識を有する者やＮＰＯ、さらには地 
  域と学校が連携して生徒に自立する力を身に付けさせ、進路実現を図るとともに、ニート・フリーターにつなが 
  りかねない中途退学を防止する取り組みのモデルを構築する。 
 内 容 
  自立支援プログラム事業は、主に次の３つの内容で行う。 
 （１）自己理解に関すること 
  hyper-ＱＵの実施、面談の実施、進路適性検査等の実施 など 
 （２）支援活動に関すること 
  ソーシャルワーカーやカウンセラーなどによる個別相談、基礎学力の定着及び進路希望実現に向けた学習支援、 
  自己表現力・発表力等の向上を図るソーシャルスキルトレーニングなど 
 （３）体験活動に関すること 





 埼玉県は，平成 24 年度，これまでの文部科学省「スクールソーシャルワーカー活用事
業」による小中学校へのスクールソーシャルワーカー（以下ＳＳＷと略記）の派遣に加え
て，県独自の事業として「定時制高校生自立支援プログラム事業」を開始し，事業の一環
として県内の定時制高校 2校に週 3日，年間 135 日勤務のＳＳＷを配置した。 
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  初めてＳＳＷの配置を受け入れた学校内にはどのような課題があったであろうか。 
 ①教員は生徒に関わる際にチームで仕事をする機会が少なく，教員以外の専門職が入っ 
たとしても組織は変わりにくい。 

















































  ① 相談 (counseling)  ② 代弁 (advocacy)  ③ 情報提供 (information) 
  ④ 調整 (coordination) ⑤ 仲介 (mediation) ⑥ 家庭訪問 (visiting home) 
  ⑦ 連携・協働 (cooperation/collaboration)  注 6） 
  この 7 つの機能について事例に沿って順に述べたいと思う。 
（2）無戸籍の生徒の就籍許可審判の支援 





 ・これまで戸籍作成のためにいろいろな相談機関に足を運んだが手続きの煩雑さと弁護  
士費用の捻出が難しく断念していた。 
 ・生徒二名は生活保護受給世帯員であるが，無戸籍のため世帯分離して自立出来ない。 
 相 談： 
 ・管理職及び担任から生徒二名の戸籍作成の支援が出来ないか相談を受ける。  
 ・担任からこれまでの生徒二名(以下生徒らと略記)の状況を聞き取り，生徒らと面談。 
 ・担任とともに生徒らからこれまでの状況を聞き取る。  
 ・保護者（父親）と面談し，無戸籍に至った経緯等を聞き取る。保護者との面談を踏ま  
えて再び生徒らと面談。 
 代 弁： 














 ・弁護士から得た就籍に必要な手続きについての情報を，生徒らに提供。  
 ・市内在住の弁護士選任のために，市内の司法書士から得た情報を生徒らに提供。 




 仲 介： 
 ・生徒らが在学していた小中学校から指導要録の提供についての仲介を行う。 
 ・市役所保育課から生徒らの保育記録の提供についての仲介を行う。 
 ・生徒らの生活記録として，東京都内，埼玉県内の 4 市区町から生活保護受給記録の提  
供についての仲介を行う。 
 家庭訪問： 
 ・保護者から審判に必要な情報を得るため，担任とともに家庭に出向き，生徒らの出生  
からの生活歴について聴き取りを行い，出生証明書や幼少期の写真などを収集した。 
 連携・協働： 
 ・家庭裁判所調査官から，生徒らの出生時からこれまでの生活歴の提出を依頼されたた  
め，教育委員会，福祉事務所，病院などと連携して就籍許可申立審判に必要な資料を
作成し提出した。 
 ・家庭裁判所調査官の調査には，当事者 3 名（生徒二名・保護者），代理人弁護士二名，  
担任，ＳＳＷが同行し資料を裏付ける情報を調査官の質問に応じて提供した。 
 ・ＳＳＷ，担任，弁護士，司法書士，民間の相談機関，市区町村の福祉事務所，教育委  







































 ・民法 772 条による無戸籍児家族の会(就籍許可審判支援) 
 ・司法書士事務所（就籍審判のための法テラス利用に関する無料相談） 
 ・弁護士（被虐待ケース支援・就籍許可審判代理人） 
 ・東京弁護士会子どもの人権 110 番（被虐待ケース支援） 
 ・社会福祉法人カリヨン子どもセンター（被虐待児シェルター利用） 
 ・生活保護受給者チャレンジ支援事業「アスポート」(利用生徒の支援) 













































注 1） 社会福祉法人カリヨン子どもセンター子どもシェルター利用者の実態調査報告書 2012 年 12 頁 
注 2） 平成 25 年度文部科学省スクールソーシャルワーカー活用事業実施要領等 142-144 頁 
注 3） 平成 24 年度スクールソーシャルワーカー実践活動事例集：文部科学省 12 頁  
注 4） 平成 24 年度埼玉県定時制高校生自立支援プログラム事業実践報告書 1 頁 
注 5） 朝日新聞埼玉版 2013 年 4 月 6 日 http://www.asahi.com/edu/articles/TKY201304060092.html
注 6） NPO 法人日本スクールソーシャルワーク協会 HP 「スクールソーシャルワーカーの役割」  
    http://www.sswaj.org/w_ssw.html 
